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【 技術 スペシャリスト会議報告 】 
水文技術研究会 の活動 について 
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1近畿地方整備局 企画部 技術管理課 （〒540-8586大阪府大阪市中央区大手前3-1-41） 
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 水文技術研究会は、技術スペシャリスト会議の個別分野について技術力向上等のための研究

活動を行う「研究会」として位置づけられており、河川計画の基礎となる、水文・水位等の観

測及び解析技術を対象に、主に河川整備基本方針や河川整備計画の策定に携わったことのある

職員を中心に活動している。近年は「気候変動と流域治水の関わり」を中心にした技術研究に

取り組んでおり、本発表では、令和３年度から３年間の活動のうち、特に近畿技術事務所で実

施している研修資料の更新の結果について、報告を行うものである。 
 

キーワード 人材育成、河川計画、技術力向上 

 
 

1.  水文技術研究会 

 水文技術研究会は、治水事業における計画の基礎とな

る、雨量や水位・流量と言った基礎データの取り扱いと、

これらの水文データを元に予測等を行うための解析技術

について、技術研鑽と技術伝承のための研究を行ってい

る。 
(1)  水文技術研究会のメンバー 
 水文技術研究会は、主に河川整備基本方針や河川整備

計画の策定に携わったことのある職員を中心に、上級技

術スペシャリスト８名（うち出向者３名）、技術スペシ

ャリスト８名の計１６名で構成されており、また、技術

アドバイザーに、京都大学 経営管理研究部 市川 温

教授を迎えて、活動を行っている。（令和6年3月時点） 
 

2.  これまでの主な活動 

(1) 水文技術研究会では、基礎的な流出解析等の技術習

得のための研修等を行うほか、最新の技術動向にも強い

関心を持って、技術研鑽に取り組んできた。 

例えば、現在では一般化した技術であるが、気候変動

の影響による局所的集中豪雨に関する解析や、分布型の

流出解析などについても、研究段階から研究に携わる学

識経験者を講師に招いて講義を開催するなどを通じて、

実用段階における課題抽出などにも取り組んできた。 

現在でも、流域治水をテーマとした研究が多く進めら

れており、これらの技術を実用化するにあたっての課題

や改善などに向けた意見交換を行っている。 

 
 

表-1  水文技術研究会メンバー（令和6年3月） 
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3.  今期（R3～R5）の活動内容 

技術スペシャリスト会議では、三年毎に実施計画を見

直し活動を行っている。今期（R3～R5）の活動内容は、

次の通り 

 

(1)座学による知識の習得 

外部で水文学、河川工学の分野で研究活動を行う

方から水文解析等に関わる最新の研究課題等について

講義をいただき、最新の技術動向についての知識の習

得を行った。近年では流域治水の取り組みに関連した

研究が盛んに行われており、流域対策の定量評価は実

務的な課題となっていることから、最新の技術動向を

把握するとともに、実務レベルで必要となる情報（ニ

ーズ）を研究に取り組んでいただけるよう、研究者と

の積極的な意見交換も行っており、技術スペシャリス

ト会議のメンバーのみならず、河川の調査計画に携わ

る職員にも参加いただいた。 

・内外水一体型氾濫解析に係る最新の検討状況 

＜講師：国総研 板垣水防研究室長＞ 

 ・気候変動影響評価と降雨流出・氾濫予測の技術的課

題について＜講師：京都大学 立川教授＞ 

 ・降雨－流出－氾濫モデルの発展と地域計画との連携

を含む多様な治水対策の評価技術の開発＜講師：

京都大学 市川教授＞ 

 ・雨水貯留施設による都市域の内水氾濫軽減効果の検

討＜講師：京都大学 川池教授＞ 

 

(2)  勉強会等による知識の習得 

内部の最新の技術動向を把握するため、関係者から講

義を受け、意見交換を行鵜などを通じて、最新の検討事

例についての事例研究を行った。 

特に近年では、気候変動を踏まえた河川整備基本方針

の見直しが進められており、先行事例から検討の進め方

や課題解決の方法などについての情報共有を諮るため技

術スペシャリスト会議のメンバーに限らず、河川の調査

計画に携わる職員にも参加いただいた。 

・大和川内外水一体型氾濫解析事例研究 

・熊野川の治水計画立案の事例研究 

・多段階浸水想定区域図及び水害リスクマップに 

関する事例研究 

 

(3)  研修への連携による知見の発信 
近畿技術事務所で開催されている下記の研修に水文技術

のスペシャリストとして資料の改定・講義に携わった。 

 ・河川・道路技術（初級） 「水理演習」 

  採用２年目の技術系職員（営繕・港湾空港除く）を

対象に実施される研修。 

 ・洪水解析・予測技術研修 「流出解析の基礎」 

  河川系係長以上又はこれに準ずる職員、新任かつ未

受講の河川系事務所係長は必須を対象に実施され

る研修。 

特に、河川・道路技術（初級） 「水理演習」について

は、演習内容の大幅な見直しを行っており、これについ

て、次項で詳述する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真1  現地調査の状況（R2年2月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真2  外部講師による座学の状況（R4年3月） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真3  勉強会の状況（R6年3月） 
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4.  河川・道路技術（初級）「水理演習」研修資

料の作成 

河川・道路技術（初級） 「水理演習」は、河川計画

課が担当する講座であり、河川計画課と連携して研修資

料の作成にあたった。 

これまでの当該研修での演習内容は、「流速と流量の

関係を把握し、与えられた情報から平均流速を算出す

る。」「河道特性等から必要となる護岸形式を選択し、

合成粗度を算出する。」等を実施する内容で、マニング

の公式や護岸の力学設計法等を用いた、計算を主体とす

る内容であった。 

 

図-1-1  これまでの研修での演習内容（フロー） 

 

 

図-1-2  これまでの研修での演習内容（演習問題） 

 

 

 

これまでの研修内容は、河川工学の基礎的な内容であり、

初級研修にふさわしい内容ではあったが、治水事業の全

体像を理解してもらうこと優先したいとの考えから、今

回の改定では、河川整備基本方針の作成手続きをイメー

ジした演習を盛り込むととした。 

 

演習内容としては、実河川を参考に流域条件と基本高水

流量を設定、河道のＨＱ式、ダムの放流量（ＱＶ式）、

各種対策メニューの単価等の検討条件を与えて、高水処

理計画、河道設定、施設配置計画を行い、複数設定した

計画案から最適案を選定する内容とした。 

図-2-1  今回の研修での演習内容（流域の概要） 

図-2-2  今回の研修での演習内容（条件付与１） 

図-2-3  今回の研修での演習内容（条件付与２） 
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図-2-4  今回の研修での演習内容（条件付与３） 

図-2-5  今回の研修での演習内容（評価例） 

 

5.  研修結果 

 演習に際しては、検討項目が複数あるため、班の中で

役割分担をしながら検討が進められた。それぞれの班員

の検討結果を持ち寄って計画が議論され、協力しながら

計画を作り上げていく様子が印象的であった。 

結果として出てきた各班の基本方針案は、それぞれの

班で個性的な治水計画ができあがり、治水計画が、単純

に計算するだけで答えが出るものではなく、計画策定の

過程で、どういったものに重点を置くかによって答えが

変わるため、計画を説明する上でも、その検討過程が重

要になることが実感されたと考えられるが、計画として

とりまとめるための技術力として引き続き、研鑽に努め

ることが必要である。 

 また、研修アンケートの結果では、非常に参考になっ

たとする答えがある一方、ほとんど理解が出来なかった

とする回答も一定数見られたことから改善の必要がある

事も分かった。 

 

6.  今後の活動について 

水文技術研究会では、引き続き最新の技術動向の把握
に努めるとともに、職員への技術伝承に力を入れていく
予定としており、水文技術研究会に属していない職員に
対しても独自の研修プログラムを実施することを予定し
ている。 
また、このような取り組みを通じて水文技術研究会の

活動を知っていただき、新たなスペシャリストのリサー
チャーの掘り起こしにも力を入れていきたい。 
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